
事 務 連 絡   

令和２年２月 21 日   

 

環境保健センター 御中 

 

   保健福祉部健康推進課  

 

保育所等の子ども等、社会福施設等の利用者等及び児童生徒等に新型コロナ 

ウイルス感染症が発生した場合の対応について 

 

 このことについて、厚生労働省健康局結核感染症課から別添のとおり事務連絡があ

りましたので、御了知をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健福祉部健康推進課 

担当：村上 

TEL:086-226-7331 

FAX:086-225-7283 

 



事 務 連 絡

令和２年２月18日

都 道 府 県

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中

特 別 区

厚生労働省健康局結核感染症課

保育所等の子ども等、社会福祉施設等の利用者等及び児童生徒等に新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応について

標記について、保育所等などで新型コロナウイルス感染症が発生した場合に、事態

に迅速に対処するため、各関係機関に対し、別添１「保育所等において子ども等に新

型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応について （令和２年２月18日厚生労」

働省健康局結核感染症課ほか事務連絡 、別添２「社会福祉施設等の利用者等に新型）

コロナウイルス感染症が発生した場合の対応について （令和２年２月18日厚生労働」

省健康局結核感染症課ほか事務連絡）及び別添３「児童生徒等に新型コロナウイルス

感染症が発生した場合の対応について （令和２年２月18日文部科学省総合教育政策」

局生涯学習推進課ほか事務連絡）が発出されましたので、お知らせします。

貴職におかれましては、内容について御了知いただくとともに、各関係機関と緊密

な連携を図り、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に努めていただきますよう

お願いします。



 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月 18日 

 

 

  都 道 府 県  保育主管部（局） 

各 指 定 都 市  地域子ども・子育て支援事業主管部（局） 御中 

  中 核 市 

厚生労働省健康局結核感染症課 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

 

保育所等において子ども等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応

について 

 

保育所等（問合せ欄に記載の地域子ども・子育て支援事業を含む。以下同じ。）

において保育所等の子どもや職員（以下「子ども等」という。）に新型コロナウ

イルス感染症が発生した場合、事態に迅速に対処するため、当面の間、別紙のと

おりの対応とします。 

つきましては、事前に十分把握いただき、万が一新型コロナウイルス感染症

が発生した場合には、御対応よろしくお願いいたします。 

また、管下の保育所等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県にお

かれましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたしま

す。 

なお、御不明な点等があれば、以下に御連絡・御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（保育所、地域型保育事業所、一時預かり事業、病児保育事業、延長保育事

業について） 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８５４，４８３９） 

ＦＡＸ：０３－３５９５－２６７４ 

E-mail：hoikuka@mhlw.go.jp 

 

 

（利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業、子育て援助活動支援事業、放

課後児童クラブについて） 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９６６） 

ＦＡＸ：０３－３５９５－２７４９ 

E-mail：clubsenmon@mhlw.go.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

mailto:hoikuka@mhlw.go.jp


（別紙） 

 

保育所等において子ども等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応 

（２月 18日時点） 

 

【発生情報の保育所等への連絡について】 

１． 新型コロナウイルス感染症に罹患した子ども等について、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第

12 条第 1 項の届け出を受けた都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以

下「都道府県等」という。）は、本人又は保護者の同意を得て、届け出を受け

た内容について、当該子ども等が在籍する保育所等が所在する市区町村に連

絡する。連絡を受けた市区町村は、当該保育所等と情報を共有する。 

 

【登園等停止の措置及び臨時休園等の判断について】 

２． 市区町村は、当該子ども等に対して、治癒するまでの間、登園等を避ける

よう保護者等に要請する。また、市区町村及び保育所等は、都道府県等が行

う感染経路の特定や濃厚接触者の特定等に協力する。 

 

３． 都道府県等は、主に地域での流行早期の段階に行われる公衆衛生対策の

観点からの休園等の必要性の有無について判断し、必要であると判断した場

合、市区町村に対し、保育所等の全部又は一部の臨時休園等を要請する。 

また、都道府県等は、感染のおそれがある子ども等について、必要と認め

る場合には、市区町村を通じて保育所等に対し、登園等を避けるよう要請す

る。 

 

４． 都道府県等から臨時休園等の要請がない場合であっても、市区町村は、例

えば、地域ですでに感染が拡大しており、保育所等において多数の発症者が

いる場合などには、保育所等運営上の対策を講じる目的などの観点から必要

な臨時休園等を行うことができる。その場合には、休園等に伴う影響等を十

分に考慮し、必要に応じて都道府県等と相談の上、判断することが重要であ

る。 

 

【地域住民や保護者への情報提供等】 

５． 都道府県等は、地域の住民等に対し、正しい理解を得るための必要な情報

を提供するとともに、市区町村と連携して、保育所等を通じて、保護者等に

対しても同様に情報を提供する。 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 18 日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の 

対応について 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の利用者等（社会福

祉施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が

発生した場合には、事態に迅速に対処するため、当面の間、別紙のとおりの対応

とします。 

つきましては、事前に十分把握いただき、万が一新型コロナウイルス感染症

が発生した場合には、関係機関等との連携に十分留意した上で、御対応よろし

くお願いいたします。 

また、管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府

県におかれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

なお、ご不明な点等があれば、以下に御連絡・御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚生

労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

（児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並びに

子育て短期支援事業に関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ： ０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合せ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち日中一時支援に関す

るお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

  



（別紙） 

 

社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が 

発生した場合等の対応 

（２月 18日時点） 

 

【発生情報の社会福祉施設等への連絡について】 

１． 新型コロナウイルス感染症に罹患した利用者等について、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第

12 条第 1 項の届出を受けた都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以

下「都道府県等」という。）は、本人又は家族の同意を得て、届出を受けた内

容について、当該利用者等が利用する社会福祉施設等の認可権者等に連絡す

る。（※）連絡を受けた認可権者等は、当該社会福祉施設等と情報を共有す

る。 

（※）認可権者等が市区町村でない場合には、社会福祉施設等の所在する市区

町村にも連絡すること。 

 

【利用停止等の措置及び臨時休業等の判断について】 

２． 社会福祉施設等は、当該利用者等に対して、治癒するまでの間、利用を避

けるよう本人又は家族等に要請する。また、認可権者等及び社会福祉施設等

は、都道府県等が行う感染経路の特定や濃厚接触者の特定等に協力する。 

 

３． 都道府県等は、主に地域での流行早期の段階に行われる公衆衛生対策の

観点からの休業の必要性の有無について判断し、必要であると判断した場合、

社会福祉施設等に対し、その全部又は一部の休業を要請する。 

また、都道府県等は、感染のおそれがある利用者等について、必要と認め

る場合には、認可権者等を通じて社会福祉施設等に対し、サービス利用を避

けるよう要請する。 

 

【地域住民や家族への情報提供等】 

４． 都道府県等は、地域の住民等に対し、正しい理解を得るための必要な情報

を提供するとともに、認可権者等と連携して、社会福祉施設等を通じて、家

族等に対しても同様に情報を提供する。 

 

 

 



 

事 務 連 絡 

令和２年２月１８日 

 

【重要】 

児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の出席停止及び臨

時休業について、現時点での考え方を示しますので、関係各位におかれては

御一読をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 

 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

文部科学省高等教育局高等教育企画課 

   

児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応について 

 

 児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合に，事態に迅速に対処する

ため，文部科学省と厚生労働省において協議の上，当面の間の対応について，別紙の

とおり取りまとめましたので，お知らせします。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（専修学校及び各種学校を含

む。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して，都道府県私立学校主管部課

におかれては所轄の学校法人等を通じてその設置する学校に対して，国公立大学法人，

大学又は高等専門学校を設置する地方公共団体，文部科学大臣所轄学校法人，大学を設

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

各都道府県教育委員会専修学校各種学校主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

大学又は高等専門学校を設置する各地方公共団体担当課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

大 学 を 設 置 す る 各 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 認 定 を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

独立行政法人国立高等専門学校機構本部事務局担当課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 



 

置する学校設置会社におかれてはその設置する学校に対して，構造改革特別区域法（平

成 14年法律第 189号）第 12条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当

課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して，独立行政法人国立高等専門学校

機構本部事務局におかれては所管の学校に対して，都道府県・指定都市・中核市認定こ

ども園主管課におかれては所管の認定こども園及び域内の市区町村認定こども園主管

課に対して，厚生労働省におかれては所管の専修学校に周知されるようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 

 文部科学省：０３－５２５３－４１１１（代表） 

○公立学校（高等学校段階まで） 

初等中等教育局 健康教育・食育課（内２９１８） 

○私立学校 

 高等教育局 私学部 私学行政課（内２５３３） 

○国立大学附属学校 

 総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８） 

○国立大学 

高等教育局 国立大学法人支援課（内３７６０） 

○公立大学 

 高等教育局 大学振興課（内３３７０） 

○高等専門学校 

高等教育局 専門教育課（内３３４７） 

○専修学校・各種学校 

 総合教育政策局 生涯学習推進課 専修学校教育振興室（内２９３９） 



 

（別紙） 

児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応 

（２月 18日時点） 

 

【発生情報の学校等への連絡について】 

１． 新型コロナウイルス感染症に罹患した児童生徒等について、感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年 10 月２日法律

第 114 号）第 12 条第 1 項の届け出を受けた都道府県、保健所を設置する市

又は特別区（以下「都道府県等」という。）は、本人又は保護者の同意を得

て、届け出を受けた内容について、学校の設置者及び学校と情報を共有する。

（市区町村立の学校である場合には、都道府県等は、当該児童生徒等が在籍

する学校が所在する市区町村に連絡し、連絡を受けた市区町村は、学校の設

置者及び学校に連絡する。） 

 

【出席停止の措置及び臨時休業の判断について】 

２． 校長は、当該児童生徒等に対して、治癒するまでの間、学校保健安全法（昭

和 33 年４月 10 日法律第 56 号）第 19 条の出席停止の措置を取る。また、

学校の設置者及び学校は、都道府県等が行う感染経路の特定や濃厚接触者の

特定等に協力する。  

 

３． 都道府県等は、主に地域での流行早期の段階に行われる公衆衛生対策の

観点からの休業の必要性の有無について判断し、必要であると判断した場合、

学校の設置者に対し、学校の全部または一部の臨時休業を要請する。 

また、都道府県等は、感染のおそれがある児童生徒等について、必要と認

めた場合には、校長に対し、出席停止の措置を取るよう要請する。 

 

４． 都道府県等から臨時休業の要請がない場合であっても、学校の設置者は、

例えば、地域ですでに感染が拡大しており、学校において多数の発症者がい

る場合などには、学校運営上の対策を講じる目的などの観点から必要な臨時

休業を行うことができる。その場合には休業等に伴う学習面への影響等を十

分に考慮し、必要に応じて都道府県等と相談の上、判断することが重要であ

る。 
（参考）学校保健安全法 

第十九条 校長は、感染症にかかつており、かかつている疑いがあり、又はかかるおそれのある児

童生徒等があるときは、政令で定めるところにより、出席を停止させることができる。 

第二十条 学校の設置者は、感染症の予防上必要があるときは、臨時に、学校の全部又は一部の休

業を行うことができる。 

 

【地域住民や保護者への情報提供等】 

５． 都道府県等は、地域の住民等に対し、正しい理解を得るための必要な情報

を提供するとともに、学校の設置者と連携して、学校を通じ、保護者等に対

しても、同様に情報を提供する。 
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